
1 ●労働節に伴う大型連休が始まった。 1
●自民党青年局の訪問団が台湾の頼清徳総統と総統府
で会談。

2

●香港政府は、2025年1～3月期の実質域内総生産（GDP）の成
長率が速報値で前年同期比3.1%増だったと発表。
●香港の警察当局は、指名手配している米国在住の民主活動
家の資産取引に関与した国家安全条例違反の疑いで男性2人を
逮捕したと発表。

2

●トランプ米政権は、中国からの小口の輸入品に対す
る関税の免除措置を廃止。
●アイルランドのデータ保護委員会（DPC）は、個人
情報を中国に違法に送ったとしてTikTokの運営会社に
5億3千万ユーロ（約870億円）の制裁金を科すと発
表。

3
●香港の中央銀行にあたる香港金融管理局（HKMA）は、外国
為替市場で465億香港ドル（約8700億円）規模の香港ドル売り
介入を実施したと明らかにした。

3
●防衛省が中国海警局のヘリコプターが尖閣諸島周辺
の日本領空を侵犯したと発表。中国海警局のヘリによ
る尖閣侵犯は初めて。

6

●中国国家移民管理局が労働節に伴う出入国者数が前年同期
比28.7％増の延べ1089万6千人だったと発表。
●中国文化観光省は、労働節に伴う連休中の国内旅行支出
が、前年同時期比8%増の1802億元（約3兆6000億円）だったと
発表。

4
●日本、中国、韓国と東南アジア諸国連合（ASEAN)の
財務相・中央銀行総裁会議、日中韓財務相・中銀総裁
会議がミラノで開かれた。

7

●習近平国家主席がロシアを訪問。10日まで。
●広州市にある華南理工大学の女性教授2人が実名で習近平政
権を批判する声明文をインターネット上で公開したと台湾の
中央通信社が報じた。
●中国人民銀行（中央銀行）の潘功勝総裁が会見で、商業銀
行への資金供給で用いる7日物の短期金利を1.5%から1.4%に
0.1%引き下げる方針を明らかにした。
●中国人民銀行（中央銀行）が発表した4月末の外貨準備の内
訳によると、金の保有量は約2294トンだった。

6

●米商務省が発表したモノの通関ベース（季節調整
前）の貿易収支によると、対中国の貿易赤字は15.3％
減の179億2600万ドルだった。
●フィリピン沿岸警備隊の報道官がフィリピンの排他
的経済水域で中国の有人潜水船の調査を初めて確認し
たと発表。

8

●習近平国家主席がプーチン大統領とモスクワで会談。貿
易・投資やエネルギー、農業、航空宇宙、人工知能（AI）の
協力拡大で合意し共同声明をまとめた。
●台湾で第二次世界大戦の欧州戦勝記念行事が初めて行われ
た。

8
●日本統治時代に烏山頭ダムを建設した日本人技師・
八田與一の慰霊祭が台南市で行われた。

9

●習近平国家主席がモスクワで開催される対ドイツ戦勝80年
の記念式典に出席。
●習近平国家主席がミャンマー軍事政権トップのミンアウン
フライン国軍総司令官、キューバのディアスカネル大統領、
ベネズエラのマドゥロ大統領、セルビアのブチッチ大統領と
ロシアで会談。
●中国税関総署が発表した4月の貿易統計（ドル建て）による
と、対米輸出額は前年同月比21%減の330億ドル（約4.8兆円）
だった。

9
●日本産水産物の輸入再開を巡り日中協議が行われ
た。

10

●中国国家統計局が発表した4月の消費者物価指数（CPI）は
前年同月比0.1%下落。3カ月連続でマイナス。
●何立峰副首相がベッセント米財務長官とジュネーブで関税
を巡る閣僚級協議を開始。11日まで。

12
●ブラジル政府は、自動車産業や再生可能エネルギー
分野などで、中国企業がブラジルに新たに270億レア
ル（およそ7000億円）を投資すると発表。

12

●中国汽車工業協会は、4月の新車販売（輸出含む）が前年同
月比9.8%増の259万台だったと発表。
●米中両政府は、14日から互いに課した追加関税を115%引き
下げることで合意したと発表。米国は30%、中国は10%にそれ
ぞれ下げ、一部を90日間停止する。
●中国とブラジルの政府関係者や企業関係者らが北京でビジ
ネスセミナーを開催。

13

●上海市の裁判所は国家安全に危害を与えた罪で起訴
されていた日本人男性が「スパイ活動を行った」と認
定し、懲役12年の有罪判決を言い渡した。
●財務省が中国政府に資本規制の緩和を要請したこと
がわかった。
●外務省は、東シナ海の日中中間線の中国側海域で、
中国による構造物1基の設置に向けた動きを確認した
と発表。

13

●中国と中南米カリブ海諸国共同体（CELAC）の閣僚級会議が
北京で開催。習近平国家主席が演説し、中南米からの輸入拡
大を表明した。
●習近平国家がブラジルのルラ大統領と北京で会談。両国の
関係強化に向けた共同声明をまとめた。
●香港政府は、香港国家安全維持法（国安法）に基づいて中
国が設置した治安機関「国家安全維持公署」による捜査への
協力などを定めた法律を施行。
●中国政府は13日までに、国内の航空会社に要請していた米
ボーイング社製航空機の納入停止を解除。
●台湾の立法院（国会）は、原子力発電所の運転期間を最長
20年間延長できるようにする改正法案を可決。

15

●4月の工作機械受注額（速報値）は前年同月比8%増
の1302億円だった。
●アジア太平洋経済協力会議（APEC）貿易相会合が韓
国で開幕。李成鋼・国際貿易交渉代表が参加。
●欧州委員会はTikTokがデジタル規制法に違反してい
るとの暫定的な見解を示し、広告の情報開示が不十分
だと指摘した。

2025年5月の主な出来事

中　　　国 日中およびその他
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14

●習近平国家主席がコロンビアのグスタボ・ペトロ大統領と
北京で会談し、コロンビアが中国の巨大経済圏構想「一帯一
路」に正式参加するための協力文書の署名式が行われた。
●中国政府でマカオ政策を担当する国務院香港・マカオ事務
弁公室トップの夏宝竜主任がマカオを訪問し、財界関係者と
会談。
●中国商務省は4月に「信頼できない企業」のリストに追加し
て制裁対象としていた米企業17社について、制裁措置を90日
間停止すると発表。

17
●広島市は8月6日に開催する平和記念式典について、
台湾にも案内通知文を送る方針を決めた。

15

●米中両政府は貿易を担当する閣僚級の会合を韓国で開い
た。
●中国外務省はブラジル、アルゼンチン、チリ、ペルー、ウ
ルグアイの南米5カ国に訪中時のビザ（査証）を免除すると発
表。短期滞在が対象で、6月1日から1年間適用。

18

●中国商務省は米国や日本、欧州連合、台湾から樹脂
が不当に安く輸入されたとして反ダンピング（不当廉
売）関税を課すと発表。19日から最大74.9%の関税を
納める必要があり、適用期間は5年間。

16
●中国共産党中央規律検査委員会と国家監察委員会が広西チ
ワン族自治区のナンバー2である藍天立主席が重大な規律・法
律違反の疑いで調査を受けていると発表。

20
●国連安全保障理事会が海洋の安全保障に関する閣僚
級会合を開いた。南シナ海情勢を巡り、米国と中国と
の間で非難の応酬となった。

17
●台湾で稼働中の最後の原子力発電施設だった第3原発の2号
機が発電を停止。稼働中の原発がゼロ。

21

●日本政府観光局（JNTO）が発表した4月の訪日客数
は390万8900人で、単月で過去最高を更新。国・地域
別にみると、最も多かったのは中国で76万5100人、台
湾は53万7600人だった。
●財務省が発表した4月の貿易統計速報（通関ベー
ス）によると、輸出額から輸入額を差し引いた貿易収
支は1158億円の赤字。中国向け輸出は同0.6％減の1兆
5782億円、輸入は同6.7％増の2兆2573億円。
●G7財務相・中央銀行総裁会議がカナダで開幕。

18
●中国税関総署が発表した4月の貿易統計（ドル建て）の確報
によると、米国に輸出した電気機器は前年同月比32%減。 22

●政府は台湾に在留する邦人向けに在外投票所を台北
と高雄の2カ所に設置する調整に入った。
●台湾当局が日本産の牛肉輸入に設けていた月齢制限
を撤廃すると発表。

19

●中国国家統計局が発表した4月の主要統計で、消費動向を示
す小売売上高は前年同月比で5.1％増加。また、企業の生産活
動を示す鉱工業生産も前年同月比6.1％増加した。
●王毅共産党政治局員兼外相がデンマークのラスムセン外相
と北京で会談。

23
●上海市の裁判所にスパイ行為の罪で懲役12年の有罪
判決を言い渡された日本人男性が控訴しなかった。

20

●台湾の頼清徳総統が就任から1年。
●中国人民銀行（中央銀行）は5月の最優遇貸出金利（LPR、
ローンプライムレート）で、優良企業に適用する貸出金利の
参考となる期間1年と同5年超の金利を引き下げた。
●王毅共産党政治局員兼外相がパキスタンのダール副首相兼
外相と北京で会談し、武器協力も念頭に連携強化で合意し
た。

24

●広東省で日中友好を目的としたドラゴンボート大会
が開かれた。
●台湾の政治大学が「安倍晋三研究センター」を9月
21日に設置すると発表。

21
●中国とパキスタン、アフガニスタンのタリバン暫定政権が
北京で非公式の外相会合を開き、中パ経済回路（CPEC)をアフ
ガニスタンまで拡大させることで合意した。

25

●防衛省が中国海軍の空母「遼寧」が沖縄県・久場島
の約200キロ北の東シナ海を航行し、艦載の戦闘機と
ヘリコプターを発着艦させたと発表。
●ウクライナのイワシチェンコ対外情報局長官は、中
国がロシアの軍需企業に対し、火薬や部品のほか、武
器製造に必要な薬品、工作機械を供給しているのを確
認したと述べた。

22 ●馬朝旭外務次官が米国務省のランドー副長官と電話会談。 26

●中国外務省が白浜町のレジャー施設「アドベン
チャーワールド」が飼育するジャイアントパンダが中
国へ返還されることを巡り日本側に謝意を表明。
●欧州委員会がインターネット通販「シーイン」に対
し、消費者保護を目的とする法律に違反していると通
知。
●中国の調査船が沖ノ鳥島沖で日本の同意を得ず活動
しているのを確認。

23

●中国外務省はトランプ米政権がハーバード大学に留学生受
け入れ資格の停止を通達したことを批判。また、香港科技大
は米ハーバード大の留学生を無条件で受け入れると表明。
●中国政府はインターネットサービスを利用するための専用
身分証制度を7月に導入すると発表。国内の国民だけでなく、
海外に住む中国国籍保有者、香港・マカオに住む住民、外国
人永久居留証（中国版グリーンカード）を保有する外国人が
対象。
●習近平国家主席がドイツのメルツ首相と電話会談。

27
●防衛省は、中国軍の空母「遼寧」が25～27日にかけ
て尖閣諸島の久場島や宮古島の近海で艦載機を複数回
にわたって発着艦させたことを確認したと発表。
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25
●李強首相がインドネシアのプラボウォ大統領と会談し、イ
ンフラ投資や経済特区の整備を推進していくことで一致し
た。

28

●米国務省は一部の中国人留学生のビザ（査証）取り
消しを始めると発表。
●チェコ政府が同国の外務省へのサイバー攻撃に関与
していたとして、中国政府を非難する声明を発表。
●中国が与那国島南方の日本の排他的経済水域内に設
置したブイを撤去したと海上保安庁が発表。

27

●中国と東南アジア諸国連合（ASEAN）、アラブ産油国の湾岸
協力会議は3者による初の首脳会議をマレーシアで開いた。李
強首相が参加。
●重慶市政府は中国西部国際投資貿易商談会（西部商談会）
を開いた。
●中国税関総署によると、 4月の東南アジア諸国連合
（ASEAN）向け輸出はドル建てで前年同月比21%増加した。
●香港政府が全ての大学に対し（ハーバード大などにて）影
響を受ける留学生に便宜を図り権利を保護するよう要請。
●広州市の公安当局が同市のハイテク企業が台湾側からサイ
バー攻撃を受けたと発表。

30

●政府は日本産水産物の対中輸出再開に向け、具体的
な手続きに入ることで日中政府が合意したと発表。
●アジア安全保障会議（シャングリラ会合）がシンガ
ポールで開幕。中国の董軍国防相は出席を見送った。
●日中外務報道官協議が6年ぶりに北京で行われた。

28

●中国外務省がサウジアラビア、オマーン、クウェート、
バーレーンの4カ国にビザ（査証）を免除すると発表。入国30
日以内の短期滞在が対象で6月9日から1年間適用。
●中国とソロモン諸島やバヌアツ、フィジーなどの太平洋島
しょ国11カ国が、福建省アモイ市で外相会合を開き開発支援
や貿易拡大で合意した。29日まで。

29
●無人探査機「天問2号」が四川省の西昌衛星発射センターか
ら打ち上げられた。

30
●国家間の紛争などを調停で解決するための「国際調停院」
の設立に向けた署名式が香港で行われた。王毅外相が参加。

31
●中国国家統計局が発表した5月の製造業購買担当者景気指数
（PMI）は49.5だった。

31 ●日米とオーストラリア、フィリピンの4カ国はが、
シンガポールで防衛相会談を行い、中国に対抗するた
め共同訓練への参加国を拡大し、情報共有・分析を促
進すると合意。
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